
（単位 ： 百万円）

　

差　額 差　額 差　額 差　額

Ⅰ

8,740 8,740 - 4,675 4,675 - 939 939 - 14,354 14,354 -

- 143 △143 - 32 △32 - 1 △1 - 176 △176

1,287 - 1,287 528 - 528 24 - 24 1,839 - 1,839

39 475 △436 22 258 △236 4 55 △51 65 787 △722

3,450 6,525 △3,076 943 1,978 △1,035 45 85 △40 4,437 8,587 △4,150

571 1,983 △1,411 2,600 3,366 △766 - - - 3,172 5,349 △2,177

14,087 17,865 △3,778 8,767 10,309 △1,541 1,013 1,079 △66 23,867 29,253 △5,386

Ⅱ

8,779 8,697 82 4,697 4,909 △212 943 1,005 △62 14,419 14,611 △192

- - - - - - 943 1,005 △62 943 1,005 △62

- - - - - - 542 549 △7 542 549 △7

- - - - - - 402 456 △54 402 456 △54

8,779 8,697 82 4,697 4,909 △212 - - - 13,476 13,606 △131

4,598 4,591 7 1,272 1,271 1 - - - 5,870 5,862 9

4,181 4,106 74 3,424 3,638 △214 - - - 7,605 7,744 △139

- 143 △143 - 32 △32 - 1 △1 - 176 △176

1,287 - 1,287 528 - 528 24 - 24 1,839 - 1,839

3,450 6,522 △3,072 943 1,761 △819 45 85 △40 4,437 8,367 △3,930

571 1,983 △1,411 2,600 3,366 △766 - - - 3,172 5,349 △2,177

14,087 17,344 △3,257 8,767 10,069 △1,302 1,013 1,090 △77 23,867 28,503 △4,636

（注）

① 当法人は通則法第35条の4に定める中長期目標に沿った事業セグメントを採用しております。

第4期中長期目標期間における事業セグメントは次のとおりです。

【重点研究開発領域における基礎研究及び基盤的研究開発】　　　経済・社会的課題に対応するための材料開発及び物質・材料科学技術全体を支える基盤的研究開発

【研究成果の情報発信及び活用促進、中核的機関としての活動】　　研究成果の社会還元及び研究情報の社会実装の促進によりイノベーションを強力に牽引する中核的機関活動

② 事業セグメントごとの「予算」と「決算」との差額が生じた主な理由は次のとおりであります。

※4 設備整備費補助金におきましては、前事業年度より繰り越したマテリアルズ・リサーチバンク及びマテリアル革新力強化に係る設備整備事業を当事業年度に執行したことによるものです。

予算額 決算額

収 入

運 営 費 交 付 金

補 助 金 等

業 務 経 費

人 件 費

受 託 事 業 収 入 等

施 設 整 備 費 補 助 金

雑 収 入

支 出

運 営 費 交 付 金 事 業

一 般 管 理 費

決　　算　　報　　告　　書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

区　　　分
重点研究開発領域における基礎研究

及び基盤的研究開発
研究成果の情報発信及び活用促進、

中核的機関としての活動
法人共通 合計

予算額 決算額 予算額 決算額予算額 決算額

人 件 費

物 件 費

設 備 整 備 費 補 助 金

設 備 整 備 費 補 助 金

※2 施設整備費補助金におきましては、研究開発基盤施設の老朽化対策及び共用設備の更新整備事業の執行を翌事業年度に繰り越したことによるものです。

物 件 費

収 入 合 計

※3 受託業務等におきましては、積極的な受託活動により受託業務が増加したことによるものです。

補 助 金 事 業

施 設 整 備 費 補 助 金

受 託 業 務 等

支 出 合 計

※1 補助金事業におきましては、新たに高性能汎用計算機高度利用事業費補助金を獲得し、執行したことによるものです。


